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国立大学の法人化の効果（総論）
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学生の意識改革

全学的な合意形成

大学の一体感の形成

財務の健全性

学生支援の活性化

研究活動の活性化

教育活動の活性化

大学の競争力向上

大学の自主性・自立性

教員の意識改革

職員の意識改革

組織の活性化

管理運営の合理化・効率化

社会貢献活動の拡充

大学の個性化

大いにプラス ややプラス どちらともいえない ややマイナス 大いにマイナス

○法人化により、「大学の個性化」など多くの項目でプラスの効果があったと考えられている。
○マイナスの効果の指摘が多いのは、「財務の健全性」（20％）、研究活動の活性化（9％）など。

出典：国立大学法人の財務・経営の実態に関する全国調査
（２００６年１月 国立大学財務・経営センター研究部）
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中期目標・計画の作成の効果
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教育・研究活動の活性化

管理運営の合理化・効率化

効果がある やや効果がある どちらともいえない あまり効果がない 効果がない

「管理運営の合理化・効率化」、「教育・研究活動の活性化」のいずれも約９割が効果あると考えている。

出典：国立大学法人の財務・経営の実態に関する全国調査
（２００６年１月 国立大学財務・経営センター研究部）
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法人化前後の変化（概算要求の際の各主体の役割）
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部局教授会

部局長会議（現在も置いている場合）

全学委員会

教育研究評議会（旧評議会）

学長補佐（法人化前から置いている場合）

経営協議会（旧運営諮問会議）

事務局長（現在も置いている場合）

役員会（旧執行部）

理事（旧副学長）

学長

大きくなった やや大きくなった 変化なし やや小さくなった 小さくなった

法人化により、学長等の役割が大きくなったと考える大学が９割に達する一方、
部局教授会等の役割が小さくなったと考える大学は４割近くになる。

出典：国立大学法人の財務・経営の実態に関する全国調査
（２００６年１月 国立大学財務・経営センター研究部）
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法人化前後の変化（意思決定の手続き・速度）
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意思決定の手続き 意思決定の速度

法人化により、約８割の大学で意思決定の手続きが簡素化され、速度が早くなった。

出典：国立大学法人の財務・経営の実態に関する全国調査
（２００６年１月 国立大学財務・経営センター研究部）
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法人化前後の変化（外部資金獲得姿勢）
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他省庁科学研究費補助金

地域貢献

その他

受託研究

寄付金

共同研究

ＣＯＥ

ＧＰ／ＣＯＬ

科学研究費補助金

法人化前

法人化後

図の数字は、
重視する資金を各大学３つまで回答し、
項目ごとの回答大学数の割合を算出したもの

○法人化の前後で科研費が最も重視されていることは変わらない。
○ＧＰが３７％増加する一方、ＣＯＥは３０％の減少

出典：国立大学法人の財務・経営の実態に関する全国調査
（２００６年１月 国立大学財務・経営センター研究部）
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法人化前後の変化（学内予算の配分）
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各教員の基盤的な研究費

各教員の基盤的な教育費

部局における施設整備費

部局における施設の維持・保全費

部局共通経費

全学的な施設整備費

全学的な施設の維持・保全費

全学共通経費

部局における重点・競争的配分経費

部局長による裁量的経費

学長等による裁量経費

○重点・競争的配分経費や全学的な経費の配分は増加したと捉える大学が多い
○基盤的経費や、部局・各教員に対する経費の配分は減少したと捉える大学が多い

図の数字は、
「大きく増加」「やや増加」から
「やや減少」「大きく減少」を引いたもの

出典：国立大学法人の財務・経営の実態に関する全国調査
（２００６年１月 国立大学財務・経営センター研究部）


	国立大学の法人化の効果（総論）
	中期目標・計画の作成の効果
	法人化前後の変化（概算要求の際の各主体の役割）
	法人化前後の変化（意思決定の手続き・速度）
	法人化前後の変化（外部資金獲得姿勢）
	法人化前後の変化（学内予算の配分）



